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����電࣓ք結߹ۙ๣8ܕP5と
ۭؒ఻ૹ8ܕP5

ワイϠϨス電力伝送（WPT）システムは今後大
き͘ਐలすると考えられる。طに実用化されている
WPTシステムとしては、Ո電・モόイル機器ॆ電用
్など小電力WPTや電ؾ自動ं（EV）ॆ電用の大
電力WPTなどにݶ定されているが、今後、IoTセン
サー向けやロϘット、自動૸行、ドローンなど様ʑな
分໺へల։してい͘ことが期଴される。

WPT方式は、࣓ք結合方式（電࣓༠ಋ方式、࣓ք
཭ڑ振方式）や電ք結合方式など数10cm以内のۙڞ
で電力伝送を行う電࣓ք結合ۙ๣ܕWPT（ITU-R等
ではNON-BEAM WPTと呼ぶ）とマイクロ波などの
電波を์ࣹさせ数m以上のԕڑ཭に電力伝送を行う
ۭ間伝送ܕWPT（同様にBEAM WPTと呼ぶ）の二
つに大き͘分類される（図1）。ۭ間伝送ܕWPTの研
究のྺ࢙は1960、͘ݹ年୅から行われているが、電
࣓ք結合ۙ๣ܕWPTの方がモόイル機器やEV向け

にઌに実用化されている。しかし、ۭ間伝送ܕWPT
の実用化もここにきて注目をཋびるようになってきた。
本ߘでは、特に制度化・ඪ準化において、電࣓ք結合
ۙ๣ܕWPTからۭ間伝送ܕWPTへয点がม化して
いっている状況について঺介する。

಺੍౓Խの͜ΕまͰとࠃ����
ޙࠓ

2-1 　電࣓ք結߹ۙ๣8ܕPTのࠃ಺੍౓Խとޙࠓ
のల։

国内のWPTシステムの制度化は国内産業քの୅表
であるブロードόンドワイϠϨスフΥーラム（BWF）
ᾇからの制度化要๬ᾈをきっかけに、電࣓ք結合ۙ
๣ܕWPTから整උされてきた。現行の電࣓ք結合ۙ
๣ܕWPTの国内制度上の位置づけは表1に示す通り
である。特に、以下の3つのWPTシステムについて
は、2013年～ 2015年の総຿লでの制度化議࿦を経て
ᾉ、2016年3月15೔に高प波ར用設උʗܕ式ࢦ定機

WPT技術の今後の展開と制度化・標準化の最新動向

電࣓ք結߹ۙ๣8ܕP5͔Βۭؒ఻ૹܕ
8P5へ
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図1　8PTํࣜの֓ཁと෼ྨ

表1　電࣓ք結合ۙ๣8ܕPT のࠃ಺੍౓上のݱঢ়のҐஔ͚ͮ
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器としてলྩ化された。
① 　EV用 ࣓ ք ڞ 振 方 式WPTシ ス テ ム（ 最 大

7.7kW程度）
② 　一般用6.78MH[ଳ࣓քڞ振方式WPTシステム
（最大100W程度）

③ 　一般用400kH[ଳ電ք結合方式WPTシステム
（最大100W程度）

この制度化では、特に以下の条件をクリアすること
を前ఏとした議࿦が行われた。
　Ὂ 　他システムとのप波数ڞ用条件の明確化：他の

無線システムにਂࠁな影響を与えないこと、その
ための์ࣹ妨֐波許容値などར用条件を明確化す
ること。

　▷ 　電波防護ࢦ਑への適合性の確認：適切なධ価方
法により、ਓ体防護のためのࢦ਑値など満଍する
こと。

特に、前ऀの他システムとのप波数ڞ用条件の明確
化のために、表2に示すような無線システムを対象と
してڞ用化検討を実施した。ここで、EV用WPTに
関しては、基本प波数以外に高調波によるׯবについ
ても考ྀした検討を行った。

電࣓ք結合ۙ๣ܕWPTに関する今後の制度上のポ
イントとしては、ୈ1点目として、EV用WPTシステ
ムの制度の֦ுがあげられる。例え͹、自動ൖ送ं

（AGV� Automatic Guided Vehicle）などの産業用機
器、カートやマイクロEV、電動όイクなどのパーι
φルモϏリティなど応用ൣғの֦ுやٸ速ॆ電対応や
大྆ंܕ向けの大電力化などが対象になる。ୈ2点目
としては、モόイル機器向け100kH[ଳ࣓ք結合方式
WPTへの対応があげられる。具体的には、طに市場
にଟ͘の製品が出ているWireless Power Consortium

ᾊが঎用化している2i規格について、今後の100W程
度までの大電力化に対応するものである。

2-2　実用Խがظ଴͞れるۭؒ఻ૹ8ܕPT
WPTシステムにおける電力伝送ڑ཭を৳͹すこと

により、WPTٕज़のར用ൣғが޿がることは言うま
でもない。制度化などの課題もあることから、図2に
示すように、初期フΣーズとしては԰内・数10Wク
ラス、࣍に԰外・大電力化へといったஈ֊的な実用化
シφリオが想定し、ະ来ࣾ会での新しい価値やզが国
の産業発లにݙߩできると期଴できる。

ۭ間伝送ܕWPTに関しては、電࣓ք結合ۙ๣ܕ
WPTにおける高प波ར用設උのカテΰリーとはҧい、
現状の電波法上で、無線設උとしてどのカテΰリー
になるか明確ではない。しかし、下記のۭ間伝送ܕ
WPTシステムに関して、2020年ࠒに実用化したいࢫ
をBWFからの要๬として出しているᾋ。
① 　920MH[ଳ԰内ར用5Wクラスۭ間伝送ܕWPT

システム
② 　2.45GH[ଳ԰内ར用20Wクラスۭ間伝送ܕWPT

システム
③ 　5.7GH[ଳ԰内ར用10Wクラスۭ間伝送ܕWPT

システム
また、各システムの想定する仕様を表3に示す。こ

れらシステムの用్は、センサネットワーク、ϔルス
ケア、モόイル機器などへの応用になる。

BWFからの要๬に応えるかたͪで、総຿লから
2018年12月12೔にࢾ໰が出されᾌ、2019年12月答申

表2　੍౓Խٞ࿦にお͚るڞ༻Խ対৅のଞのແઢγεテϜ

図2　ۭ間伝送8ܕPTγεテϜの࣮༻Խ΁のظ଴
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を目ඪに、ۭ間伝送WPTの制度化に向けたٕज़条件
の検討をਐめることになった。今後の制度化に向けた
議࿦におけるٕज़的課題として、以下の点が考えられ
る。
˗ ਓମ๷ޢɾ҆શ性の֬อ

　・ 電波防護ࢦ਑やICNIRP（国際ඇ電཭์ࣹ線防護
ҕһ会）ガイドラインの९कは必ਢ。そのための
ධ価法や測定法の明確化が必要。

　・ 高度伝ൖ路ਪ定によるਓ体検出ٕज़と高度Ϗーム
制ޚによるਓ体回ආٕज़の։発。初期ஈ֊では、
ۙ๣にਓ体検出した場合には送電停止するような
機能、࣍ஈ֊では、ਓ体にψル形成し、同時に҆
全に送電する機能がٻめられる。　

˗ଞのແઢγεテϜとのڞ༻Խ

　・ 他の無線システムとのڞ用化を実現するためのٕ
ज़要件の明確化。

　・ 高度Ϗーム制ޚなどによるׯব低減やׯব回ආٕ
ज़の։発。初期ஈ֊としては、キャリアセンス機
能などで、与ׯবが無い場合のみ送電する機能、
ব回ආ、同時にׯஈ֊では、ψル形成等により࣍
同一प波数でڞ用化する機能がٻめられる。

˗ੈք࠷ઌ୺ٕज़の։ൃによるߴ౓ར༻Խ

　・ マルチパス（マルチϏーム）による電力伝送の高
ޮ཰化ٕज़の։発。

　・複数受電機器への同時電力伝送ٕज़の։発。
また、制度的課題としては、以下がポイントになる。

˗電波๏上Ͱのແઢઃඋとͯ͠のΧテΰϦーの໌֬Խ

　・ 現状では、実用化のための無線設උとしてのカテ
ΰリーは明確でな͘、申੥ϕースの実験試験ہで
の実験等が可能である。

　・ 意図的に電波を์ࣹするものであるため無線ہѻ

いになる可能性が高い、しかし、ۭ中線電力1W
௒は無線ہ໔許が必要（電波法࢛条）。「特定無線
など（製଄販売/ӡ用事業ऀによるแׅ໔許）「ہ
の可能性についても検討が必要。

電波๏（33）ͰのΧテΰϦーの໌֬Խࡍࠃ˗

・ RR上でも、ۭ間伝送WPT のカテΰリーは無い。
無線機器なのか、ISM機器なのか、SRD機器（Ԥ
भ）なのかという議࿦が発生する可能性あり。

・ 2023年ੈք無線通信会議（WRC-23）もし͘はそ
れ以降にRRվగの議࿦の必要性があるかどうか
の検討が必要。RRվగの場合、೔本以外の国か
らの同調がಘられるかどうかという໰題もあり。

以上આ明したように、WPTシステムに関する国内
制度化議࿦の軸଍が、電࣓ք結合ۙ๣ܕWPTからۭ
間伝送ܕWPTへ移りつつある。産業քとしては、前
述のٕज़的課題、制度的課題をクリアして、զが国の
ࣾ会や産業քにݙߩできるようなWPTシステムの実
用化を目ࢦしてい͘。

��� ౓Խの͜ΕまͰと੍ࡍࠃ�
ޙࠓ

WPTシステムに関する国際協調議࿦は͘ݹから行
われており、ݩʑは1978年のCCIR（国際無線通信
WPTシステムܕ໰ҕһ会）総会におけるۭ間伝送ࢾ
に対する課題ఏ示とϨポートࡦ定が発端になってい
る。しかし、ۙ年では、࣓քڞ振方式もؚむ࣓ք結合
方式に対するWPTシステムの国際協調の議࿦が׆発
になっている。2013年のITU-RのSG1（प波数管理
に関するサブグループ）会合において、WPTシステ
ムをNON-BEAM WPT（電࣓ք結合ۙ๣ܕWPT）と
BEAM WPT（ۭ間伝送ܕWPT）に分けて議࿦を行
うことになった。以下に、各WPT方式についての議
࿦状況をまとめる。

3-1 　*TU-3に͓͚るN0N-#EA. 8PTのڠࡍࠃ
調ٞ࿦

Ὂ 　2014年 に、NON-BEAM WPTに 関 す るReport 
ITU-R SM.2303が ਖ਼ 式 に 発 行 さ れ、2015年 お よ
び2017年に二度のվగが行われているᾍ。この

表3　 #8'Ͱ࣮༻ԽΛݕ౼͍ͯ͠るۭ間伝送8PTの༷࢓
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Reportには、NON-BEAM WPTに関する応用やඪ
準化、各国の制度化状況などがまとめられるととも
に、զが国で行った他システムとのڞ用化の検討結
果についてもܝ載されている。しかし、他システム
とのڞ用化検討の中で、特にEV用WPTシステム
と௕波および中波์送システムとのڞ用化の方法࿦
に関しては೔本とԤभ์送連ໍとからのఏ案があり、
まだ議࿦はܧ続されている。

Ὂ 　2017年6月 のSG1会 合 に お い て ק 告ITU-R 
SM.2110が成ཱしᾎ、࣓ք結合WPTでར用する
6.78MH[ଳのみがק告化されている。6.78MH[ଳは
国際的にはISMόンドという位置づけになってお
り、他システムとのڞ用化が可能ということからק
告に至った。現在は、本ק告のվగ版として、EV
用WPTの85kH[ଳやWPCでモόイル機器向けに
ඪ準規格化している100 ～ 205kH[ଳなどのק告化
に向けた議࿦を行っている。2018年6月のஈ֊で、
このק告վగ案はPreliminary Draftのஈ֊にきて
おり、ॱ調にਐめ͹2019年6月のSG1会合でঝ認さ
れる見込みである。

Ὂ 　一方で、上記のར用प波数のק告化にซせ、
WPTシステムからの์ࣹ妨֐波の許容値もק告化
しようとする動きがԤभ์送業քからఏ案され、そ
のࡦ定に向けた議࿦も行っている。ITU-Rにおいて
許容値ק告化のੋඇもؚめたܹしい議࿦が行われて
いる。

Ὂ 　2015年11月 に ։ ࠵ さ れ たWRC-15（ ੈ ք 無 線
通信会議）において、EV用WPTシステムに関
しては2019年に։࠵されるWRC-19における議題
9.1.6（Urgent studies to consider and approve the 
Report  of the Director of the Radiocommunication 
Bureau）に設定された。このため、EV用WPTに
関しては、ڞ用化検討をਐめ、ར用प波数のק告化
をૣٸに行うことなどがITU-Rにおける重要な議
࿦内容になっている。ITU-Rとしては、2018年6月
のஈ֊でCPMテキスト（Conference Preparatory 
Meetingに向けた報告ॻ）をほぼ׬成させており、
成׬用化検討の新Ϩポートについては2019年6月ڞ
を目ࢦして議࿦中である。ここで一つの重要な国際
的なコンセンサスとして、EV用WPTに関しては
大電力であるものの、ൺֱ的ۙ๣での電力伝送にݶ

定されることもあり、WRC-19でのRRվగまでは
必要ないという点がある。

Ὂ 　モόイル機器向けNON-BEAM WPTに関して、
100 r 148.5kH[ଳをར用する࣓ք結合WPTシステ
ムのڞ用検討の結果をまとめた新Ϩポートをࡦ定中
である。Ϩポート案は現在Preliminary Draftのஈ
֊にあり、2019年6月の会合で׬成、ঝ認になる༧定。

3-2　*TU-3に͓͚る#EA. 8PTのڠࡍࠃ調ٞ࿦
Ὂ 　BEAM-WPTに 関 し て は、2016年6月 に、 そ れ

までWD（Working Document）としてҡ持して
きたϨポート案をアプリケーシϣンに特化させた
Ϩポートとして再構成することで、Report ITU-R 
SM.2392として׬成、発行されたᾏ。

Ὂ 　今後は、BEAM-WPTの国際協調化のために、ڞ
用検討の方法࿦とその結果などに特化した新Ϩポー
トのࡦ定に着手している。この中で、図2の初期
フΣーズの実用化ターήットとして示したものと同
じセンサーやモόイル機器への応用にݶ定したカテ
ΰリーについて、ڞ用検討に特化した新Ϩポート作
成の作業を行っている。新Ϩポートの׬成は2019
年6月が目ඪである。

ITU-Rにおいては、EV用を中৺としたप波数ק
告化やڞ用検討の議࿦が続いているが、ここに来
て、ITU-RでもBEAM WPTへの注目が高まっている。
NON-BEAM WPTに関してRRվగはෆ要というง
ғؾであるが、一方で、BEAM WPTに関しては意図
的に電波を์ࣹするものであり、国際規制上での明確
なカテΰリー化が必要になってい͘可能性が高い。今
後の議࿦に注意してい͘必要がある。

����SIPୈظ�における8P5
実用Խに޲けたऔΓ૊Έ

ઓ ུ 的 イ ノ ϕ ー シ ϣ ン ૑ ଄ プ ロ グ ラ ム（SIP：
Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion 
Program）は、内ֳ෎総合Պֶٕज़・イノϕーシϣン
会議が૑設して実施しているものであり、2018年度
からୈ2期がスタートしている。෎লの࿮や旧来の分
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໺の࿮を௒えたマネジメントにओಋ的な໾ׂを果たす
ことを通じて、Պֶٕज़イノϕーシϣンを実現する
ために૑設したプログラムであるᾐ。このSIPୈ2期
の12課題のうͪの一つである「୤୸素ࣾ会実現のた
めのΤネルΪーシステム」（プログラムディϨクター

（PD）は౦޻大ദ໦޹෉特໋ڭत・໊༪ڭत）の中で、
ワイϠϨス電力伝送システム（WPT）の研究։発に
取り組んでいる。その֓要を以下にઆ明する。

4-1　8PTڀݚ։ൃのഎܠと໨త
研究։発をਐめる国内外の状況等は以下の通りであ

る。
Ὂ 　電力ফඅニーズがଟ様化するSociety 5.0 におい

て、WPT はコスト࡟減、電力のޮ཰的なར用等に
する重要なٕज़であり、ະ来ࣾ会イノϕーシϣンࢿ
へのݙߩ等ものづ͘りの方法や֓念をมえてい͘可
能性もある。

Ὂ 　WPTの適用ൣғは޿いが、実用化はまだݶ定的
である。しかし、今後、ԕڑ཭・大電力・高ޮ཰（ল
Τネ）でのWPTへの期଴が大きい。

Ὂ 　研究։発、ඪ準規格化などの取り組みは、現在、
զが国はੈք的に見て上位のポジシϣンにある。今
後の国際ڝ૪力のҡ持、更なるڧ化のため、҆全性
確保などࣾ会実装に必要な課題のૣ期解決、基൫要
素ٕज़からシステムٕज़、実用化ٕज़まで一؏した
研究։発への取り組みが重要である。
以上のようなഎܠから、ੈք一লΤネでڥ؀に༏

し͘、ੈք一҆全҆৺なSociety 5.0 を実現するため、
WPT システムが有ޮかつٻめられる現場を選択し、
その関連する研究։発・実ূを行う。特に、実用化を
ਪਐし、ੈք市場を֫ಘすることを目的に、以下の̐
つのサブテーマによる研究։発をਐめる。
　① 　WPT基൫ٕज़։発：ࣾ会実装ਪਐの基൫とな

る高प波大電力デόイスٕज़などのఏڙ。
　② 　電ؾ自動ंへの無線給電：連続૸行可能な電ؾ

自動ंへの給電・ॆ電。
　③　԰外給電：ドローンへの無線給電・ॆ電。
　ᶆ 　԰内給電：センサー、情報機器への無線給電・

ॆ電。
以下に各研究サブテーマの֓要についてઆ明する。

4-2　各ςーϚのڀݚ։ൃϙΠϯτɾୡ成໨ඪ
ެืఏ案、審査・ධ価等のプロセスを経て、各

WPTサブテーマ実施の研究੹೚ऀが決定した。研究
։発のポイント、ୡ成目ඪ等は以下の通りである。
ᾇ　8PTج൫ٕज़։ൃ（図11）

　研究੹೚ऀ：໊ݹ԰大ֶఱ໺ڭߒत
　ٕज़ポイント：大電力・高ޮ཰
　ୡ成目ඪ：
　・ 高प波・高耐圧で動作するॎܕ及び横ܕのパ

ワー半ಋ体実現のためのGaN 等のੈ࣍୅ࡐྉ
生成基൫ٕज़確ཱ。

　・ MH[ଳ大電力ワイϠϨス電力伝送用の高速イ
ンόータ回路等の要素ٕज़確ཱ。更に、これ
を統合した機能モデルを։発し、13.56MH[・
22kW ڃの電力伝送を実ূ。

　・ マイクロ波ଳによる高ޮ཰ワイϠϨス電力伝送
用の受電システムに用いる1 チップ10W クラ
スの受電素子、及び送電システムに用いる高出
力૿幅回路等の要素ٕज़確ཱ。更に、これを統
合した機能モデルを։発し、5.8GH[・10W ڃ
の電力伝送を実ূ。

ᾈ　電ؾ自動ं΁の૸ߦதϫイϠレε給電（図12）

　研究੹೚ऀ： ೔本自動ं研究ॴ（JARI）ؠ໺ߒ
業຿ࣥ行理事

　ٕज़ポイント： 大電力・高ޮ཰（লΤネ）、高҆
全性

　ୡ成目ඪ：
　・ 各OEM（Original Equipment Manufacturer）・

ॆ電器メーカー間の׵ޓ性向上と࣓քڞ振によ
る電力伝送ޮ཰向上がཱ྆するٕज़の確ཱ。

図11　8PTγεテϜج൫ٕज़のཱ֬
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　・ 市֗地Τリアを想定した準૸行中・高速૸行中
でのਓ体防護、異෺検஌等の҆全対ٕࡦज़の確
ཱ。

　・ ૸行中給電として、30kW クラス以上の給電、
時速60km で定格ޮ཰90ˋをୡ成。

ᾉ　υϩーϯ͚޲԰֎給電（図13）

　研究੹೚ऀ：౦ژ電力ホールディングス
　　　　　　　ᖛాߒ部௕
　ٕज़ポイント： ԕڑ཭・大電力・高ޮ཰と受電部

小ܕ・ܰ量化
　ୡ成目ඪ：
　・ ドローンシステムのར用形態（ற機時ۙڑ཭

WPT、ඈ行時ԕڑ཭WPT）における最適な
WPT方式の見極め。

　・ ற機時ۙڑ཭WPT システムにおいては、数
100W クラスの電力伝送をୡ成。

　・ ඈ行時ԕڑ཭WPT システムにおいては、マ
イクロ波による電力伝送により1kWڃ送電を
行い、伝送ڑ཭10m での受電ޮ཰70ˋをୡ成。
更に、ਫ਼ີϏーム方向制ٕޚज़や機器ׯব等回
ආٕज़等の向上。

　・ ԕִ地まで౸ୡ可能なドローンシステムの構ங
に必要となる、送受電部の高ޮ཰化と受電部の
小ܕ・ܰ量化及び高耐電力化等をୡ成。

ᾊ　ηϯサー、Ϟόイル機͚޲ث԰಺給電（図14）

　研究੹೚ऀ：パφιニックֿ原ਖ਼一ओ೚ٕࢣ
　ٕज़ポイント：ԕڑ཭、高҆全性
　ୡ成目ඪ：
　・ ਓ体検出及びਓ体回ආٕज़、他システム検出及

び与ׯব回ආ制ٕޚज़、マルチパスによる高ޮ
཰化ٕज़、複数端末への同時伝送ٕज़等の高度
化ୡ成。

　・ 実ূシステムにおいて҆全性及び電力伝送の時
間ޮ཰の向上を実現し、ਓ体及び他の無線シス
テムのあるڥ؀で҆全に最大20W、送電可能
な時間཰50ˋ以上をୡ成。

�．おΘΓに

国内外の制度化議࿦は、電࣓ք結合ۙ๣ܕWPTか
らۭ間伝送ܕWPTへ移りつつある。その制度化の課
題として、他の無線システムとのڞ用とਓ体防護・
҆全性の確保があげられる。このような課題につい
ては内ֳ෎SIPୈ2期でも取り上げられており、産׭
ֶが連ܞし、ੈքトップのWPTٕज़を։発し、それ
をզが国の産業発లにݙߩさせるべ͘対応している。
WPT分໺の関ऀ܎の౒力とその成果に期଴する一方
で、関܎分໺（ڞ用૬手の他システム、EMC、電波
๫࿐など）の関ऀ܎の方ʑの͝理解・͝協力をおئい
する࣍ୈである。図13　υϩーϯ΁のϫイϠレε給電

図14　԰಺8PTγεテϜのར༻イϝージ

図12　電ؾ自動ं༻૸ߦத8PTγεテϜのར༻イϝージ
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����ʮҩྍ機ؔにおける電೾ར用ਪ
ਐ෦ձʯに͍ͭͯ

ҩྍ機関では、1997年3月にෆ要電波໰題対ࡦ協議
会（当時、現 電波ڥ؀協議会）が発したࢦ਑（「ҩ用
電ؾ機器への電波の影響を防止するためのܞଳ電話端
末などの使用に関するࢦ਑」、以下「旧ࢦ਑」）によ
り、௕い間にわたってܞଳ電話の使用が制ݶされてき
た。これは、当時のܞଳ電話は端末からの出力（ۭ中
線電力）が最大で800mWと大き͘、総຿লが中৺と
なって実施した大規໛な実験により、ଟ͘のҩྍ機器
にԿらかの電࣓波障֐が発生する可能性が示されたこ
とによる。当時はܞଳ電話のී及཰もそれほど高͘な
͘、規制は受け入れられた。

しかし、2012年のՆにいわΏる「ୈ二ੈ୅」のܞ
ଳ電話のサーϏスがऴྃしたことにより、ܞଳ電話端
末が発する最大の出力は250mWとなった。またܞଳ
電話のී及も大き͘ਐみ、පӃ内であってもܞଳ電話
を用いた通話や、ܞଳ電話を用いてのインターネット
接続（テザリング）の解ېをٻめる੠が高まった。

そこで、これをܖ機に電波ڥ؀協議会に「ҩྍ機関
におけるܞଳ電話等の使用に関する作業部会」が設置
され、旧ࢦ਑のվ定について審議を行った。その結果、
電波ڥ؀協議会は2014年8月に「ҩྍ機関におけるܞ
ଳ電話等の使用に関するࢦ਑　ʕҩྍ機関でのより
҆৺・҆全な無線通信機器の׆用のためにʕ」（以下、

「新ࢦ਑」）を発表した。新ࢦ਑では、ҩྍ機器の電࣓
波障֐以外の໰題点としてマφーとݸਓ情報保護の໰
題も取り上げ、ҩྍ機関がੵ極的に、かつ҆全を保ͪ、

҆৺してܞଳ電話等を用いることが可能になる様഑ྀ
がなされた。

この新ࢦ਑の発表によってҩྍ機関内でのܞଳ電話
の使用解ېは大き͘ਐみ、ऀױのみならずҩྍ関ऀ܎
にとっても無線通信が身ۙな存在となったといえる。

この様なܞଳ電話に関する動きとڞに、スマートホ
ンのී及もあって、新しい通信手ஈとして無線LAN
のར用に関する໰題点も浮上してきた。ҩྍै事ऀに
とっての無線LANは、පӃ情報システムのී及もあ
り、いわΏる「ユϏキタスڥ؀」（「いつでもどこでも
情報にアクセスできるڥ؀」）の構ஙπールとして必
要性が高まった。またऀױにとっても、Ոఉ内からの
インターネットアクセスの手ஈとしての無線LANී
及がਐんだこともあって、ध要が高まってきた。

これに加え、特に大規໛なපӃではै来から、入Ӄ
ࢎ数、݂中ٵのόイタルサイン（体Թ、݂圧、呼ऀױ
素๞和度等）のܧ時的観察（「モニタリング」）をඇ߆
ଋで行うための「ҩ用テϨメータ」と呼͹れる無線通
信システムを用いてきた。ҩ用テϨメータとは、常時
管理が必要なऀױにセンサを取り付け、ओに຺ഥ、݂
圧、呼ٵ数、݂ 中ࢎ素๞和度などを取り出しで、スタッ
フステーシϣン等に設置した生体情報観測機器（モニ
タ）に表示し、設定により異常値が観測された際にア
ラームを発するシステムである（図1）。೔本におけ
るҩ用テϨメータは420 ～ 450MH[の電波*1を用いて
に取り付けたセンサからఱҪཪ等にෑ設されたऀױ
アンテφシステムまでを無線通信を用いて伝送する。

（*1：೔本以外では用いられるप波数は異なる。）

 

2017年度医療機関における電波利用推進部会の活動

प஌ࢿൃܒྉに͍ͭͯ

佐賀大学　
教授　花田　英輔



 − 11 −

このように、ҩྍ機関における無線通信システムの
ී及がਐむとڞにध要は高まったが、旧ࢦ਑が͘޿प
஌していたことなどにより、ҩྍ機関側から「ҩྍ機
関内において҆全に、かつ҆৺して無線通信をಋ入ҡ
持するためのガイドラインが必要である」との੠が高
まった。これを受け、電波ڥ؀協議会は新ࢦ਑を協議
した作業部会を発లվ組する形で、電波ڥ؀協議会に

「ҩྍ機関における電波ར用ਪਐ部会」（以下、「作業
部会」）を2015年9月に設置することとなった。

෦ձの構成と����೥౓ۀ࡞�����
まͰの׆ಈ಺༰

作業部会のҕһはֶࣝ経験ऀ、පӃ関ऀ܎、ҩྍ器
製଄販売ࣾ、ܞଳ電話事業ऀ、関܎লிなどから選出
された。関܎লிは総຿লおよびް生࿑働লである。
またපӃ関ऀ܎として೔本ҩࢣ会、೔本පӃ会に加え、
ҩྍ機器のઐ໳Ոであるྟচֶٕ࢜޻に関܎がਂい構
成һが選出されている。

部会の୅表である࠲௕には加ೲོࢯ（現 ܚ࣎ҩྍ
Պֶ大ֶӃ大ֶڭत）が、࠲௕୅理にはචऀがब೚し
た。2017年度のҕһ数は25໊である。

作業部会は2016年度までに、会合以外にපӃへの
アンケート、ҩྍ機器への電波照ࣹ実験なども行った
上で、2016年4月に報告ॻとڞに「ҩྍ機関において
҆৺・҆全に電波をར用するための手引き」（以下、「手
引き」）を発表した。

ಈ׆෦ձの����೥౓のۀ࡞�����
֓ཁ

作業部会は「手引き」発表後もܧ続し、「手引き」
のप஌とී及を図るとڞに、ܒ発に向けた手ཱてを検
討することになった。2017年度における部会全体で
の会議（回数は通ࢉ）はୈ11回（5月25೔）、ୈ12回

（6月⓶2೔）、ୈ13回（12月27೔）、ୈ14回（2018年
3月30೔）の4回։࠵した。

このなかで、全体としては2016年度に作成した「手
引き」のप஌׆動をओに行うこととしたが、特に小規
໛のපӃから「Ӄ内の規程作成のͻな形」をٻめる੠
が上がり、そのࡦ定を行った上、「電波の҆全ར用規
程案」（以下、「ͻな形））として6月に発表した。以
上の「新ࢦ਑」「手引き」「規程ͻな形」はいずれも電
波ڥ؀協議会のホームページからダ΢ンロード可能で
ある。

この他の2017年度׆動の最大の特௃は、ୈ12回の
作業部会において、「ਓࡐҭ成作業部会」（ུশ：「ਓ
ҭ成WG」）および「ҩ用テϨメータ適ਖ਼ར用作業ࡐ
部会」（ུশ：「テϨメータWG」）という2つのワー
キンググループを組৫して、それぞれ׆動を行ったこ
とである。

このうͪ「テϨメータWG」は、「手引き」で中৺
的に記述した「ҩ用テϨメータ」、「無線LAN」、「ܞ
ଳ電話」のうͪ、現場での障֐が目ཱつとڞにシステ
ムの障֐がऀױの生໋のݥةに及ぶڪれがある「ҩ用
テϨメータ」について、その障֐の要因及び対ࡦ、ӡ
用方法等を明示すべ͘׆動する事を目的としている。
このWGはओ೚（加ೲ ོࢯ）をはじめとする7໊の
ҕһで構成һされている。特௃としては、ֶࣝ経験ऀ、
業会から޻に加え、೔本照明ֶٕ࢜޻ங会ࣾ、ྟচݐ
選出されたメンόーが入っていることである。これは、
ۙ年明らかになった一部のLEDが発する電࣓ノイズ
によるҩ用テϨメータの障֐が話題になったことによ
る。なおテϨメータに関する一定の成果がಘられた後
は、無線LANについての議࿦が行われる༧定である。

一方、ਓࡐҭ成WGはචऀがओ೚となり、ྟচֶ޻
を中৺に6໊で構成されている。このWGは、ҩٕ࢜
ྍ機関内において、電波に関する一定の஌ࣝを持つ

（図1）ҩ༻テレϝーλの໛ࣜ図
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「電波؂理コーディネータ」が電࣓ڥ؀を整えられる
ように、ਓࡐҭ成を図るとڞに、全てのҩྍ関ऀ܎に
電波に関する஌ࣝを͘޿஌らしめ、またֶशをଅすڭ
ࢦを作成すること。およびこれまでに発行した「新ࡐ
਑」、「手引き」、「ͻな形」のप஌を図ることが目的で
ある。

以下、「ͻな形」とਓࡐҭ成WGの׆動を中৺に報
告する。

����ʮ電೾の҆શར用نఔʢҊʣʯ
ʢʮͻͳܗ

に͍ͭͯ

上述のように、特に中小のҩྍ機関から上がった
「Ӄ内の規程作成のͻな形」をٻめる੠に応えるべ͘、
2016年度から作成に向けた討議を։࢝し、2017年度
最初のୈ12回会合で結果をとりまとめ、2017年6月
に「電波の҆全ར用規程（案）」としてެ表した。

この「ͻな形」は電波ڥ؀協議会のホームページ
（https�//emcc-info.net/medical@emc/info290628.html）
からダ΢ンロード可能である。

「ͻなܕ」を作成するにあたり、各ҩྍ機関におい
てҩྍ機器や電波ར用機器の種類、場ॴ、状況が異な
り、また関܎するਓһや体制が異なることから、実情
に応じてվม等の検討が必要と判断した。これに加え、
実際の電波ར用機器等のར用状況に応じたӃ内規程の
整උをࢧԉする観点から、規定の例は࣍の4つを対象
としたものをそれぞれ作成した。

対象①：ҩ用テϨメータのみ
対象②：無線̡̖̣のみ
対象③：ܞଳ電話のみ
対象ᶆ：①～③をؚむଟ種ଟ様な電波ར用機器
それぞれの規程例は、まず目的と適用ൣғを定ٛし、

その後に規定が取りѻう機器を明示、さらに対象機器
の通信をؚむ動作に影響を与えるڪれがある電࣓ք์
ࣹ源を列ڍしている。その上で、管理体制及び管理手
ॱ、トラブル対応などを上げている。さらに管理手ॱ
の一؀として様式の例もܝ載した。

なお各規程例は、これらの中から必要な内容を取ࣺ
選択して׆用することが可能である。

「ͻな形」における管理体制は「手引き」に示され

た「電波ར用҆全管理ҕһ会」および「電波ར用コー
ディネータ」の設置を前ఏとしている。これに൐う、

「ͻな形」׆用におけるཹ意事項は以下の通りである。
ᾇ 　電波ར用҆全管理ҕһ会の設置に際して、「ͻな

形」が示す構成һは最低ݶの構成を示しており、Ӄ
内でطに設置されているҩྍ҆全管理ऀやҩྍ機器
҆全管理੹೚ऀ等が参加するかどうかを各ҩྍ機関
で検討することが必要

ᾈ 　電波ར用コーディネータは、電波、ҩྍ機器、電
子機器等に関する幅޿い஌ࣝや経験を持つことが๬
ましい

ᾉ 　電波ڥ؀測定を実施するためには、ઐ໳的な஌ࣝ
と機ࡐ等が必要になることから、ઐ໳機関の協力が
必要である

����ਓࡒҭ成8(の׆ಈ

ਓࡐҭ成WGは2017年度内に4回の会合を持った。
2017年度は、設置目的のうͪ、ਓࡐҭ成を図るとڞに、
全てのҩྍ関ऀ܎に電波に関する஌ࣝを͘޿஌らしめ、
ֶशをଅすࡐڭを作成することをୡ成すべ͘、࣍の内
容を中৺に׆動した。

・ 電波ڥ؀໰題に関するप஌ܒ発を目的とした࣍の
各ࢿྉの作成

発Ϗデオܒ　⇒　
　⇒　E-Learningࡐڭ
発ଅਐ用リーフϨットܒ　⇒　
・ҩྍ機関内での電波ར用状況調査
動の在り方に関する議࿦׆発ܒ・
以下、それぞれについてઆ明する。

5�1 　電波ڥ؀໰୊に関するप஌ൃܒϏσΦの࡞成
（ਤ2）
発Ϗデオは、「手引き」に記された3つの無線通信ܒ

設උについて、障֐発生の様子とओな原因、対ࡦにつ
いてप஌を図る目的で作成したアニメーシϣンである。

ҩྍ機関では、ྟচֶٕ࢜޻やҩྍ情報関ऀ܎、電
通信設උ୲当ऀのように無線通信や電波について一ؾ
定の஌ࣝを持ͪ、現場で׆用している৬種もある。し
かし、例え͹؃護ࢣはそのཆ成課程において無線通信
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についてのٛߨ・実शは無い。また、ऀױや๚໰ऀに
対するڭҭも必要であると考えた。そこで、Ϗデオは
ൺֱ的簡単な内容で容易にࢹௌが可能なダイジΣスト
版と、障֐原因の解આなどを手ް͘すべ͘追加した通
常版の2つを作成することとした。いずれも؃護ࢣを
આ明໾として、「手引き」で取り上げた3つの無線通
信システムに関して、それぞれにయܕ的なトラブルの
発生例とその要因についてઆ明し、最後にපӃにおけ
る電波管理の手法についてઆ明している。Ϗデオは、
。ඛ総合研究ॴの協力をಘて作成したࡾ

ダイジΣスト版のϏデオは、2分半ほどの作品とし
てઌに׬成し、2017年12月7೔に౦ژで։࠵された
総຿লओ࠵の「ҩྍ機関における҆৺・҆全な電波ར
。用ଅਐシンポジ΢ム」においてお൸࿐目された׆

その後、ダイジΣスト版に機器の詳細やトラブルの
対ࡦのઆ明を֦ॆした通常版を5分半ほどの作品とし
て作成し、2017年度末に׬成した。

これらのϏデオは全ての方にࢹௌ可能とするために、
電波ڥ؀協議会のホームページからダ΢ンロードを
可能とするだけでな͘、:outubeでもࢹௌ可能とした。
2018年11月末現在で、ホームページからのダ΢ンロー
ド数が約400件、:outubeでのࢹௌ数はダイジΣスト
版が約2,200回、通常版が約2,000回となっている。ま
た、後述するઆ明会などの行事においても上өされ、
手引きの内容を簡ศにप஌する手ஈとして׆用されて
いる。

5�2　E-MeaSninHࡐڭの࡞成（ਤ̏、ਤ̐）
各ॴから要๬がଟかった「ҩྍ機関における電波管

理ができるਓࡐのҭ成」に応えるべ͘、ڭҭ用ࢿྉの
作成を行った。ڭҭ用ࢿྉとしては࡭子体も考えられ
るが、特にපӃはަ୅制ۈ຿の৬һがଟいこともあっ
てू合ڭҭが೉しいことを考ྀし、ۙ年ਁಁしつつあ
るE-learningでར用可能なものを作成することとした。
ただし、E-learningシステムはଟ種ଟ様であり、特定
のシステム向けのシステムを作ることはかえってී及
を妨げることから、ࡐڭのみをMicrosoft PowerPoint
の形式で作成し、種ʑのシステムで取り込みが可能な
形とすることにした。

は、電波についての஌ࣝの有無によって໰題にࡐڭ
対する理解度が大き͘異なることを考ྀし、「基ૅฤ」
と「応用ฤ」の2種類を作ることとした。

「基ૅฤ」の内容は、ほとんどすべてのҩྍ৬が理
解できる程度と設定し、ઐ໳用ޠはできるだけഉ除し
た。一方、「応用ฤ」はྟচֶٕ࢜޻など電波に関す
るڭҭを受けているҩྍ৬に理解をٻめる程度と設定
し、具体的な管理方法にも言及した。いずれの場合も、
஌ࣝや現象について解આした後、確認໰題をఏ示する
ことで஌ࣝशಘを確認する形とした。

E-learningࡐڭは、基本的には電波ڥ؀協議会の
ホームページからの申込みでダ΢ンロードを可能とし
ている。またPDFの形式でもダ΢ンロード可能とした。

（図2）ൃܒϏσΦのҰ৔໘ （図̏）E-lFarninHࡐڭのҰ෦（ૅجฤ）
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は、2018年11月末現在でར用申込みが30件ࡐڭ
あった。また、PDFをܝ載したホームページへの
アクセス回数は、2018年11月末現在で、基ૅฤが
14,590回、応用ฤが10,410回である。

ར用申し込みがあったࡐڭは、গな͘とも4かॴの
ҩྍ機関において、ྟচֶٕ࢜޻向けや؃護ࢣ向けな
どのڭҭで使用された。この他、೔本ྟচֶٕ࢜޻会
のڭҭプログラムの一部にも取り入れられている。

成（ਤ̑）࡞ଅਐ用ϦーϑϨοτのൃܒ　5�3
部会が作成した「手引き」は91ページ（表ࢴ込）に

及ぶ࡭子である。これをಡ破するためは、それなりの
時間が必要である。また、࡭子体を数ଟ͘഑෍するに
は༧ࢉ的な໰題も生じ、在ݿに関する໰題もある。そ
こで、「手引き」の֓要をコンパクトにまとめたリーフ
Ϩットを作成し、഑෍しやすいࢿྉとすることとした。

リーフϨットは観Ի։きの4つંり（ંりۂげ後は
A4横版の1/3）である。ओな内容は、部会が作成した
コンテンπである「新ࢦ਑」、「手引き」、「ͻな形」の
঺介、「手引き」にܝ載した3原則とその簡単なઆ明、

「手引き」でओに取り上げた3つの無線通信システム
のར用状況および使用に൐う໰題点の例とそれへの対
。載しているܝ協議会の連絡ઌをڥそして電波؀、ࡦ

このリーフϨットは前述のシンポジ΢ムや後述する
各総合通信ہओ࠵のઆ明会などで഑෍されている。

5�4　ҩྍػ関಺Ͱの電波ར用ঢ়گ調査
本部会の׆動におけるध要事項の1つとしてप஌ܒ

発があるが、そのޮ果を஌ることもまた重要な事項で
ある。また、今後の「手引き」や上記の各種ࢿྉのվ
ળのためのࢿྉとなる意見のௌ取も必要である。

そこで本部会は、前身の「新ࢦ਑」作成のための部
会時୅からҩྍ機関を対象とした以下のような総຿ল
の調査に協力してきた。各回の࣭໰内容は、経年ม化
を஌る目的もあるため、֓Ͷ同じである。

1） 　2013年度：対象はපচ規໛ผに無作為ந出し
た3,000件、回ऩ数1,255件

2） 　2014年度：対象はපচ規໛ผに無作為ந出し
た3,000件、回ऩ数1,215件

3） 　2016年度：対象はපচ規໛ผに無作為ந出し
た3,000件、回ऩ数1,234件

これらに対して、2017年度は対象を֦大し、ຽ間
のපӃリストにܝ載されている全පӃ（ҩྍ法で規定
された、පচ数20以上のҩྍ機関）8,454件とした。

本部会は調査の内容作成と確認を୲当している。ओ
な調査内容は࣍の通りである。

・ 電波ར用機器のར用状況：「手引き」にܝ載のҩ
用テϨメータ、無線LAN、ܞଳ電話のར用状況
及び管理状況、トラブルの有無と内容

・ 電波ར用機器の管理体制及び管理ルールの状況：
Ӄ内における電波管理体制（部ॺ、ҕһ会等）の
有無と状況

・ 電波ڥ؀の管理を行うਓࡐの状況：電波ڥ؀を୲
うਓࡐの有無と必要性、ڭҭ体制

・ 電波ڥ؀վળに向ける取組：「新ࢦ਑」、「手引き」、
「ͻな形」と地Ҭ協議会のप஌状況

・ ҩྍ機関における電波ڥ؀のվળや管理体制のॆ

（図̐）E-lFarninHࡐڭのҰ෦（応༻ฤ）

（図̑）खҾ͖ීٴ༻Ϧーϑレοτ
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実に向けた意見・要๬、国の施ࡦについての意見・
要๬

この調査は2018年1月～ 2月にかけて実施され、ॻ
໘とWeb経由での回答を可能とした。その結果、2,706
件の回答をಘた。結果の一部を以下に示す。
˓ແઢ௨৴機ثのීٴ཰

・ ҩ用テϨメータのී及཰は74.3ˋだが、無線チャ
ネル管理の実施཰は68.6ˋ

・ 無線LANのಋ入཰は77.4%であるが、チャネル
設ܭを実施しているපӃのׂ合はಋ入ࡁみපӃの
55.8ˋ

・ 無線LANに関して、69.0ˋのපӃは外部持ͪ込み
機器による電波ׯব防止の対応ࡦを実施していな
い

してڙや外部の๚໰ऀઐ用の無線LANをఏऀױ ・
いるපӃは11.4ˋある

ଳ電話の使用を一部でも許可しているҩྍ機関ܞ ・
は96.8ˋ

・ 業຿用のܞଳ電話（スマートフΥンؚむ）ಋ入཰
は44.7ˋ（2016年度と大きなม化無し）

・ タブϨット端末のಋ入཰は38.2%で૿加܏向
・ පӃでは9線CT（80.9ˋ）、電子Ϩンジ（66.5ˋ）、

電ؾメス（56.3ˋ）、MRI（49.1ˋ）等の高प波ར
用設උもଟ͘ಋ入されている

・ 高प波ར用設උからの電波ׯবについて「よ͘
஌っている」としたපӃは26.1ˋ

˓電波؅ཧのঢ়گ

・ 電波ڥ؀管理をॴ管するӃ内組৫（または実࣭的
にॴ管する組৫）が設置されているපӃは29.2ˋ

・ 電波ར用コーディネータを設置もし͘は実࣭的୲
当ऀがいるとしたපӃは11.3%

・ 電波ڥ؀を管理する必要な஌ࣝを持つਓһが「े
分いる」としたපӃは3.5ˋ

˓৬һ΁のڭҭ

・ 電波ڥ؀の管理に関して৬һ向けのڭҭや研मは
「行っていない」පӃが75.1ˋとଟい。

・ 実施しているපӃでは、ҩ用テϨメータに関する
内容について実施すること最もଟい（20.0%）

・ 実施方法は「ҩྍ҆全やҩྍ機器に関するߨशの
中での実施」が81.1ˋ

が最もଟ͘、実施内容ࢣҭ・研मの対象は؃護ڭ ・

は「各種電波ར用機器のಋ入、使用上の注意点」
がଟい

˓ʮखҾ͖ʯ౳のೝ஌

・ පচ数がগない（99চ以下）පӃでは、「新ࢦ਑」
や「手引き」、「ͻな形」の認஌཰が低い

਑や手引き、規程例の内容まで೺Ѳしているපࢦ ・
Ӄでは、電波ར用機器の使用ルールのࡦ定・見௚
しやコンテンπの׆用を検討しているという回答
がଟい

����ͦのଞの׆ಈ

6�1　පӃに対する஫ҙىשのൃग़
部会の議࿦の中で、無線通信を҆全҆৺にӡ用する

ためには、प波数管理等のιフト΢Τア的な管理のみ
ならず、ݐங部ࡐ等の情報を׆用することが必要であ
るとの結࿦をಘた。

そこで部会は、2017年6月19೔に「පӃݐங・վ
म時の事前検討ならびに電波ڥ؀調査について」と題
する注意ש起を発出した。この注意ש起のओな内容は
。の通りである࣍

1） 　໰題をະ然に防͙ために、පӃのݐங・վम時
に、໰題を検討し、ݐங設ܭに൓өすること

2） 　ӡ用։࢝後には、定期的に電波ڥ؀の調査を実
施し、ҩྍ機器や通信機器がਖ਼常に動作すること
を確認すること

この件は、その後、೔本ݐஙֶ会との連ܞによる、
ҩ用テϨメータを҆全にಋ入し҆৺して׆用するため
のݐங規準作成への協力に発లしている。

6�2　各૯߹௨৴ہओ࠵のઆ໌ձに対するࢧԉ
総຿লは全国に11の総合通信ہ（ԭೄのみ総合通

信事຿ॴ）を持つ。各通信ہは、作業部会が行う内容
と関連して、2016年度以降、年間2 ～ 6回の「ҩྍ現
場で҆৺・҆全に電波（ҩྍ機器）をར用するための
આ明会」を։࠵している。対象ऀはそれぞれ異なるが、
ҩྍ関ऀ܎を対象とする場合と、一般参加が可能な場
合がある。またֶ会や会議の場をआりてのઆ明ߨԋの
形を取る場合もある。

の2つの内容からなる࣍のઆ明会は、ओにܕԋ会ߨ
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ことがଟい。
1） 　作業部会の׆動をؚむ、ҩྍ機関での電波ར用

に関する総຿লの施ࡦઆ明
2） 　ओにֶࣝ経験ऀによるҩྍ機関での無線通信ಋ

入上の໰題点とその解決手法、あるいは管理手法
のٕज़的解આ

このٕज़的解આを୲当するࢣߨを、ओにਓࡐҭ成
WGの構成һ、もし͘は作業部会の構成һがґཔを受
けて実施している。

 

このઆ明会は、ଟ͘の場合は地Ҭのྟচֶٕ࢜޻会
の後ԉを受け、また࣍のࢿ格のポイント付与対象とし
ていただけたこともあり、数ଟ͘のྟচֶٕ࢜޻の参
加をいただけている。

・ MDIC（ҩྍ機器情報コミュニケータ）認定制度
・認定ホスϐタルΤンジニア
・ྟচMEઐ໳認定࢜制度
この他にも、ワークシϣップ形式やϋンズオン形式、

パネルディスカッシϣンなど、通信͝ہとに޻෉がな
されており、それぞれに作業部会構成һがґཔを受け
て参加している。

の༧ఆޙࠓ����

作業部会は2018年7月に行われた電波産業会の総会
においてҕһ会にঢ格することが決定し、今後も׆動
をܧ続することが決まっている。

その内容は本ߘにあげた各׆動のܧ続のみならず、
ҩྍ現場において無線通信を҆全・҆৺に׆用するた
めに必要な事項を取り上げることとしている。

また、前述の೔本ݐஙֶ会との連ܞにより、ઌ方の
「ҩྍ機関の電波ར用に഑ྀしたݐஙܭը検討小ҕһ
会」における規準作成への協力をܧ続している。

ٕज़検討WGでは、引続きҩ用テϨメータに影響す
る電࣓ノイズに関する注意ש起を行うための議࿦およ
び実験を行っている。

ਓࡐҭ成WGは、प஌ܒ発׆動を中৺にするべ͘
「प஌ܒ発作業部会」として׆動することとなった。
༧定している׆動内容は、これまでの׆動を࣍のよう
に֦大することをܭըしている。

・ ҩྍ機関における電波ར用のਖ਼しいಋ入・管理方
法についてのܒ発のみならず、管理できているこ
とをපӃ側が理解するためのୈऀࡾ認ূへの取り
込みを図ること

・ E-learningࡐڭར用ऀへのώϠリングと、その結
果を用いたࡐڭのվળ及び発లを図ること

・ओに؃護ࢣに対してのܒ発׆動のڧ化
・関連すると考えられるֶ会や৬能ஂ体との連ܞ
このうͪ関連するֶ会や৬能ஂ体としては、すでに

ఏܞしている（ެࡒ）೔本ྟচֶٕ࢜޻会、（一ࣾ）
೔本ҩྍ情報ֶ会 ҩྍ情報ٕࢣҭ成部会、（一ࣾ）೔
本ҩྍ෱ࢱ設උ協会に加え、೔本؃護協会等の৬能ஂ
体がڍげられる。また前述の೔本ݐஙֶ会や೔本生体
ҩֶ޻会等とのఏܞも考えられる。

����まとめ

今回、2017年度におけるҩྍ機関における電波ར
用ਪਐ部会の׆動のうͪ、ओにप஌ܒ発׆動を中৺に
঺介した。

今後ますますਐむと考えられる、在୐をもؚむҩྍ
現場における無線通信のར用を、҆全に、かつ҆৺し
て可能とするべ͘、そのڥ؀の特घ性を理解した上で
の方ࡦのࡦ定と実施を今後もਐめていきたいと考える。

（図̒）આ໌ձの༷ࢠ
（2018೥11݄13೔、ԙ：ࠤլࢣߨ、ࢢはචऀ）
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����͸͡めに
ฏ成27年度׆動として報告した「CISPR 32におけ

る์電ノイズ等のϐーク測定適用外規定に関する調査
研究」では、用ࢴൖ送に൐う์電現象によって発生
する์ࣹΤミッシϣンは、Wi-Fi通信にまった͘影響
を与えずCISPR 32の除外規定のଥ当性が確認された。
また、同時に実施したAPD（Amplitude Probability 
Distribution）測定によって、上記์電現象のස度は
10−5以下と低いことがわかり、์電現象かどうか確
認ෆ要な測定方法として、APD測定が使える可能性
が見えた。

APD測定を採用するためには、許容値の検討が必
要である。基本の考え方として、現行のPeak許容値
は実੷があるとし、無線通信に影響を与えない最大の
ස度を許容値とすることとした。許容値設定には、よ
り定量的なධ価が必要であり、Wi-Fi通信だけでな͘、
1 GH[௒で使用されているさま͟まな無線通信サーϏ
スについても調査が必要という課題が見えてきた。

そこで、ฏ成28年度はස度を制ޚ可能なパルス
ม調波を用い、Wi-Fi通信に加え、GSM、WCDMA、
LTEなど໔許の必要な無線方式に与える影響につい
て調査を実施した。その結果APD許容値には、10ô4

ˏ70 dB（µV/m
が適切であると結࿦づけた。この結
果は、2017年4月։࠵のCISPR SC-I WG2フΣニック
ス会議で報告し、好意的に受け止められた。

ฏ成29年度はさらに、1 GH[以上の無線サーϏス
を໢ཏするため、DAB（Digital Audio Broadcast）、 
DECT（Digital Enhanced Cordless Telecommuni-

cations）、 GPS（Global positioning system）を対象に
調査を実施した。また、Wi-Fi通信について、11bと
11gを分཭して再調査した。

���実験ํ๏

2�1 対৅ثػ
DAB、DECT、GPSについては、各方式ઐ用端末

とઐ用テスターを使用した。また、Wi-Fi通信につい
ては、11bと11gを分཭して調査するためアクセスポ
イントとWLAN テスターを使用した。

2�2 ๦ݯ֐（ύϧεม調波ස౓と܁Γฦしप波数）
ᾇ　ύルεมௐ波のύルε෯

妨֐源には、์電現象によって発生する์ࣹΤミッ
シϣンのようなॠ時ノイズを໛ٖするため、パルスม
調波を使用した。Wi-Fi通信のόンド幅20 MH[に対
し、ۉ一なスペクトラムの妨֐波となる条件を満たす
ようにパルス幅は20ns とした。図 2-1、図 2-2は、そ
れぞれパルス幅20nsと50nsのパルスม調波時間波形
およびप波数スペクトラムである。
ᾈ　ύルεมௐ波のස౓と܁Γฦ͠प波਺

表 2-1 に、パルス幅20nsのときの、ස度と܁りฦ
しप波数の関܎を示した。ここでස度とは、パルス幅
のप期に対する時間ൺ཰である。

表 2-1　ύルε෯20 nsのと͖の、ස౓と܁Γฦ͠प波਺

ස౓ 10Ȃ2 10Ȃ3 10Ȃ4 10Ȃ5 10Ȃ6

पظ 2 µs 20 µs 200 µs 2 ms 20 ms

प波਺ 500kH[ 50 kH[ 5 kH[ 500 H[ 50 H[

2017年度　妨害波委員会の活動

ଓCISPR���における์電ϊイζ౳の
"PDଌఆにؔ͢る調査研究ใࠂ

一般社団法人　電子情報技術産業協会（JEITA） 
マルチメディアEMC専門委員会

千代島　敏夫
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図 2-1　20nsύルε෯ස౓ 10ô3प波਺εϖΫτϥϜ
（CFntFr 2 ()[, 20 .)[/Div.)

    

図 2-2　50nsύルε෯ස౓ 10ô3प波਺εϖΫτϥϜ
      （CFntFr 2 ()[, 20 .)[/Div.）

2�3　ΤϥーϨーτ測定
図 2-3 のように、҉ࣨ外に設置したテスター（無線

試験機１）出力を、҉ࣨ内のホーンアンテφに接続し、
཭3 m཭れた場ॴに、端末（無線試験機２）を഑置ڑ
した。また、受信アンテφからڑ཭3mの位置に妨֐
波用アンテφを഑置して、妨֐波の無い状態でリフΝ
Ϩンス測定（Reference）を実施後、Peak値で70 dB

（µV/m
の妨֐波を印加しながら、基地ہシミュϨー
タ出力をมえながら、ΤラーϨートを測定した。妨֐
波のप波数は、各通信chの中৺प波数とした。端末
の向きは、ࢦ向性の大きなม化をආける方向とし、妨
 波のภ波は、ΤラーϨートの最ѱ条件とした。ࣸਅ֐
2-1に୅表的഑置ࣸਅを示す。

それぞれの通信の条件֓要を表 2-3 に示す。また、
使用したテスターと端末を表 2-4に示す。

表 2-3 各௨৴の৚݅֓ཁ

௨৴
ํࣜ

Ұ࣍
มௐ

ೋ࣍
มௐ

サϒ
ΩϟϦ
Ξόϯ
υ෯ 
k)[

प波਺
ଳҬ෯

)[

େ௨࠷
৴଎౓

bps

प波਺
()[

DAB 1/4π
QPSK

OFDM 1 kHz 1536  
kHz

1184
kbps

1.4 GHz 
（239.2 
MHz）

DECT GFSK, 
BPSK,
16QAM,
64QAM

TDD ― 2 MHz 6.912
k bps

1.9 GHz

GPS PSK CDMA ― 2.046
MHz

50 bps 1.5
GHz

11b CCK DSSS ― 22 MHz 11 
Mbps

2.4GHz

11g BPSK,
QPSK,
16QAM
64QAM

OFDM 384.615 
KHz

20 MHz 54 
Mbps

2.4 GHz

CCK（Complementary Code Keying）、2PSK （2uadrature Phase
shift Keying） 、2AM （2uadrature Amplitude Modulation
、GFSK
（Gaussian Frequency-shift Keying）、DSSS（Direct Sequence 
Spread Spectrum）、OFDM（Orthogonal Frequency、Division 
Multiplexing）、TDD（Time Division Duplex）
    

表 2-4　୺຤とテελー

௨৴ テελー ୺຤

DAB Digital TV Signal 
Generator R�S SFES

DAB receiver for car

DECT Digital Radio Tester CTS 
60

Cordless telephone

GPS Signal generator
SMBV100A

GNSS Receiver
Evaluation Kit 
VN-870

11b/11g WLAN Tester MT8860C AP�
PA-WR8700N-HP

GNSS� Global Navigation Satellite System
AP�アクセスポイント

  
   

図 2-3　DA#, DECT, (PS௨৴΁のύルεมௐ波の
Өڹௐࠪ഑ஔ

 

ࣸਅ 2-1  ഑ஔࣸਅ

2�4　(PSのධՁ
GPS Tester からٖࣅӴ੕信号を発生し、GPS ユ

ニットがӴ੕をଊえます。その状態で、このӴ੕信
号のC/Nൺ（キャリアʗノイズൺ
は、GPS受信機の
チップセットでࢉ出され、GPSユニットのパネルに表
示される。これを記࿥した。一般的なGPS受信機の
場合、測位に必要な最小C/Nൺ（測位ײ度）は28 ～
32 dB-H[である。ここで、dB-H[とは、キャリアパ
ワーをノイズパワースペクトラムີ度で除した値を意
ຯする。

     
        

20.)[

    

20.)[
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2�5　APD測定条件
パルス発生器からの์ࣹΤミッシϣンを測定ڑ཭

3 mでAPD測定を実施する。測定セットアップは、
CISPR 32 1-6 GH[測定と同じ。アンテφ高は、対象
機器がϏーム内に入るように1 m ݻ定。

APD測定条件を表2-5に示す。
表 2-5 APD測定৚݅

߲໨ ಺༰ උߟ

仕様 CISRP 16-1-1 8ষ

प波数 各通信方式chの中৺प波数 例：Wi-Fi� 2412 MH[

RBW 1 MH[

測定時間 2 分間

2�6　測定サΠτ
CISPR 16-1-4 に規定されるFSOATS （Free Space 

Open Area Test Site
の要ٻを満଍するサイトを使用
した。

���実験結果

3�1 DA#
無線通信の受信ϨϕルとΤラーϨートの関܎を図

3-1に示す。横軸は、受信Ϩϕルであり、このϨϕル
をΤラーなしで通信できるे分ڧいϨϕルから、1 dB 
ステップで小さ͘してい͘と、あるϨϕルからΤラー
Ϩートの૿大が࢝まる、このϨϕルは、受信機のײ度
や、受信機が受ける内部ノイズ、पғノイズによって
決まるものである。

パルスม調波によるDABへの影響を図3-1に示す。

図のように、パルスม調波のස度が10−4では影響な
͘、10−3から影響が表れている。10−2では、ΤラーϨー
トが10 %のϨϕル（点線）に着目すると受信電քで
約5 dBの૿加に૬当する影響が表れている。

実験に使用したDAB受信機では、ΤラーϨートが
約25 %以上では通信がҡ持できなかった。

3�2　DECT 
図 3-2に、DECTに対するパルスม調波のස度とΤ

ラーϨートの測定結果を示す。ΤラーϨートが5%の
Ϩϕル（点線）に着目すると10−3では、10 dBの受信
電քの૿加に૬当する影響が表れている。10−4 では、
1dB程度の૿加に૬当する影響であり、10−3から影響
があると言える。実験で使用したDECT電話機では、
これ以上のΤラーϨートでは通信をҡ持できなかった。

図3-2　ύルεมௐ波のස౓Λύϥϝーλとͨ͠
DECTのड৴レベルとΤϥーレーτのؔ܎

3�3 (PS
図 3-3に、GPSに対するパルスม調波のස度とC/N

の測定結果を示す。10−1でもC/Nに影響がな͘、ස
度10 %まで、まった͘影響がなかった。

図 3-3　ύルεมௐ波のස౓Λύϥϝーλとͨ͠
(PSのड৴レベルとC/Nのؔ܎図3-1 ύルεมௐ波のස౓Λύϥϝーλとͨ͠DA#の

ड৴レベルとΤϥーレーτのؔ܎
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3�4 8i-'i 11C
パルスม調波によるWLAN 11bへの影響を図 3-4

に示す。パルスม調波のස度が10−6では影響な͘、
10−5から影響が表れている。ΤラーϨート10%に着
目すると、受信電քで20 dBもの影響があった。

図3-4　ύルεมௐ波のස౓Λύϥϝーλとͨ͠
8i-'i 11bのड৴レベルとΤϥーレーτのؔ܎

3�5 8i-'i 11H
パルスม調波による11gへの影響を図 3-5に示す。

パルスม調波のස度が10−6では影響な͘、10−5から
影響が表れている。ΤラーϨート10 %に着目すると、
受信電քで20 dBもの影響があった。

図 3-5　ύルεมௐ波のස౓Λύϥϝーλとͨ͠8i 'i 11Hの
ड৴レベルとΤϥーレーτのؔ܎

���考察

4�1 APD 1 .)[όϯυ෯のස౓へのӨڹ
APD受信機のブロック図を図 4-1に示す。前ஈで

IFप波数にม׵された妨֐波は、όンド幅1 MH[の
フィルタ（BPF：Band Pass Filter）によってଳҬ制
がࢉされた後、แ絡線検波され、その後APDのԋݶ
実施される。このように、受信されたパルスม調波は、

フィルタによって1 MH[以上の成分が減ਰするଳҬ
制ݶを受ける。つまり、ಷった波形になる。この時、
パルス幅は、振幅の50 %値をとれ͹、約1 µsとなる。
今回の実験で確認した、ස度10ô3のパルス波のAPD
測定結果を図 4-2 にまた、波形（ゼロスパン）を図 
4-3に示す。ݩは1/1000のස度が、1/10程度になって
いることが分かる。図4-4にස度10ô3の妨֐波のAPD
測定結果からࢉܭしたแ絡線検波後の波形を示す。こ
のように、振幅95%でൺֱすると、20 nsのパルス幅は、
0.4 usと、20 ഒになっている。

図4-2　ස౓ൺ10Ȃ3のύルεมௐ波のAPD測定結果

図 4-3　ස౓ൺ10Ȃ3のύルεมௐ波の時間波形

図4-1　APDड৴機のϒϩοΫ図

図 4-4　APD͔Βͨ͠ࢉܭแ絡ઢݕ波ޙの波形
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4�2 εϧープοτをύϥϝーλとした·とΊ
前ষのそれぞれの通信方式の結果は、妨֐を受け࢝

めるස度について調査したものである。ここではΤ
ラーϨート10%（DECTは5%）に着目して、パルスม
調波のස度と妨֐波の影響を受けても同じΤラーϨー
トҡ持できる受信Ϩϕルについて、過ڈの結果をؚめ
ͻとつのグラフにプロットしたのが、図 4-5である。

図 4-5　各௨৴ํࣜのΤϥーレーτΛύϥϝーλとͨ͠
๦֐波のස౓ൺとड৴レベルのมԽ

ここで、妨֐波は受信Ϩϕルで70 dB（µV/m
 を
印加しており、図 4-5の中ԝの赤点線で示した。各通
信方式で妨֐のないときΤラーなしの時の受信Ϩϕル
は、それぞれのプロットのࠨ下のࠇ˔であらわしてい
る。各通信方式の結果は、ൣ޿ғに分ࢄしている。こ
の図は、影響を受け࢝める͗り͗りの信号Ϩϕルと
妨֐波Ϩϕルのൺ（C/Nൺ）を表している。一൪C/
Nൺが必要なのは、WCDMAで、 15 dBとなっている。
これらの結果は、今回実験した端末の受信機性能にґ
存した値であるが、それぞれの通信方式の特௃もؚん
でいるものとࢥわれる。

妨֐波のස度との関܎をみるとDABでは、10ô4か
ら10ô2の間で、影響が出࢝めている。一方、Wi-Fi 
11gおよびGSMについては、10ô6から10ô5と低ස度で
影響が出࢝めている。DABの方が、よりڧ力なޡり
గਖ਼方式が実装されていることがਪ定される。

表 4-1 各௨৴ํࣜと଱ࡶԻٕज़

଱ࡶԻٕज़ (S.
（(P3S） 8i-'i DA#

߸Γగ正ූޡ ʷ（CS-4） ˓ ˓

प波਺イϯλーϦーϒ ʷ ˓ ˓

時間イϯλーϦーϒ ˓ ʷ ˓

0'D. ʷ ˓ ˓

表4-1 に各通信方式と耐雑Իٕज़の一ཡを示す。
GSM（GPRS� General Packet Radio Services
の今回
実験したCode scheme CS-4はޡりగਖ਼ූ号を使用し
ていない。また、Wi-Fiについては、サブキャリア間
に分ࢄするप波数インターリーブを使用しているが、
時間方向に分ࢄする時間インターリーブを使用してい
ない。今回のようにインパスル雑Իは、時間は短いが
ଳҬなので、時間インターリーブが有ޮである。こ޿
れらが、GSMやWi-Fiの低ස度妨֐で影響が観測され
た理由とࢥわれる。

4�3 APDڐ༰஋案のݕ౼
この実験の結果では、DAB およびDECTについて

は、10ô4から10ô2の間で、影響が出࢝めている。これ
までの結果の中で一൪影響が大きいのは、Wi-Fi 11g
およびGSMで、10ô6から10ô5と低ස度で影響が出࢝め
ている。

4.1でઆ明したように、CISPR 16-1-1に規定された
APD測定を採用するとBPFによって、およそ20ഒ
にස度は૿加する。よって、10ô6と10ô5は、それぞれ、 
2 x10ô5と2 x 10ô4になるので、10ô4を許容値とするの
がଥ当と判断した。

図4-6 にAPD許容値（案）を示す。APDの単調減
গという特௃から、図4-6 の赤点（10ô4、 70 dB（µV/
m））一点をࢦ定すると右上のྖҬ（ԫ৭）は、存在
しえない。ฏۉ値許容値と合わせて、図4-6の点線以
下のྖҬが許容されるൣғとなる。

また、図4-7にAPD測定を適用する場合の判定フ
ロー（案）を示す。現在まだ、޿ଳҬを一度に測定可
能なϨシーόーが入手できないため、まずPeak検波
で全प波数を観測し、Peak許容値を௒えた部分のみ
APD測定を実施する案になっている。ฏۉ値に関し
ては、CISPR 32の要ٻでは、CISPRฏۉ値となって
いる。これは、機ց式メーターの時定数（100ms）を
考ྀしたฏۉ値で、100 H[以下のप期でม動する妨
値より高͘なる特性ۉ波の場合、測定値が数ֶ的ฏ֐
がある。よって、このような妨֐波の場合は、APD
測定でฏۉ値を୅ସできない。そこで、図4-7の判定
フロー（案）では、これを考ྀするため妨֐波が100 
H[以下のม動があるかどうかを判定して、ある場合
は、CISPRฏۉ値測定を実施することとしている。
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���結࿦

DABについては、パルスม調波のස度が10ô3から
10ô2の間で、影響が出࢝めている。一方、DECTにつ
いては、10ô4から10ô3と低ස度で影響が出࢝めている。

これまでの実験で、一൪低いイミュニティ性能が観
測された無線サーϏスは、Wi-FiおよびGSMである。
この結果を基に、許容値をࢉ定するので、ࡢ年ఏ案し
た10ô4!70dBuV/mを許容値とするのがଥ当と結࿦づ
けた。

����CISPRࡍࠃ�ձٞͰの成果
本実験の結果は、2018年2月ミラノで։࠵された

CISPR SC-I MT7会議にて報告した。 同時に、APD
の許容値一࣍案（図4-5, 図4-6）についてもઆ明した。
持する意見もଟ͘、CISPR 32へのAPD測定のಋ入ࢧ
に向けて、着実に前ਐしている確信をಘた。今後、サ
ンプル数を૿やして許容値案のଥ当性を確実にするこ
とを報告した。

���おΘΓに
これまでの実験結果は、方式ຖに１୆のサンプル

の結果であり、さらにサンプルを૿やして調査する
必要がある。特に、APD許容値の決定に関連のਂい、
GSMについて、端末の種類を૿やして調査し、許容
値のਖ਼当性を向上する必要がある。

ฏ成30年度は、GSMについて、複数の୅表的スマー
トフΥンを準උして、調査中である。

図4-6　APDڐ༰஋（案）

図4-5　APDڐ༰஋（案）

図4-7　APD測定Λద༻する৔合の൑定ϑϩー（案)
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１．背景
現行の雷サージイミュニティはCIAJ（情報通信ネッ

トワーク産業協会）イミュニティガイドライン（CES-
0030-3）で図1.1のように規定されている。これは国際
規格CISPR 24に準拠した試験仕様である。

上記のように、電源ポートへの印加試験では、判定
基準がB（一時的性能劣化がユーザの介入なしで復旧
するのは許容される）であるのに対し、信号ポートや
通信ポートでは判定基準C（電源オフ・オンのような
ユーザの介入で復旧する機能損失も許容される）と
なっている。本件についてCISPRの審議の中で、全
てのポートにおいて判定基準Bを適用すべきという意
見が上がっている。通信ポートにおけるサージイミュ
ニティ試験の一般性能判定基準をBにした場合のイン
パクトについて調査するため、実際に市場で販売さ
れているPoE（Power over Ethernet）機能付きの通
信機器の実力を調査した結果、試験に使用するCDN

（Coupling Decoupling Network）の種類によっては

PoE給電/受電の自然復旧が妨げられていることが判
明した （→H28年度　PoE機能を持った通信ポートに
おけるサージイミュニティ試験の調査研究）。今回は、
CIAJで作成した新らたな二種類のCDNを使用し、通
信ポートに対する同試験を行う際の注意すべき点を洗
い出す。

２．実験構成および試験条件

1）実験構成
図2.1、図2.2に示す通り。EUT（Equipment Under 

Test）に接続するPCに対してEthernet用サージ保護
器（SPC）を挿入した。

2017年度　イミュニティ委員会の活動

PoE給電機能を持った通信ポートにおける
サージイミュニティ試験用CDNの調査研究

 一般社団法人 情報通信ネットワーク産業協会
（CIAJ）電磁妨害対策技術委員会

齊藤　利雄

図1.1　雷サージイミュニティの試験レベル

図2.1　試験構成(1) 

図2.2　試験構成(2) 
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試験の際には、WiFi端末とPCの間にてpingを連
続送信した状態に設定した。

2）EUTとAE（Associated Equipment）について　
AC 100v入力のもの（EUT-1と呼ぶ）、及びACア

ダプター方式のもの（同EUT-2）の二種類を使用し
た。AEとしてIP電話機に加えWEBカメラと無線ア
クセスポイント（AP）を追加。

3）サージ波形、試験条件について
CISPR 24やCIAJイミュニティガイドラインでは以

下の記述があるため、1.2/50 （8/20） µsの波形を使っ
ている。

『10/700µsの波形に対する結合回路が高速データ
ポートに対して影響を及ぼす場合には、1.2/50（8/20） 
µsの波形と適当な結合回路を使用して実施してもよ
い。』（同ガイドラインの表10-2に記載の注7）。 サー
ジの印加は時間の制約もあるため以下の条件にて実施。

①試験電圧…基本的に1 kVのみの試験を行った。
必要に応じて低い電圧値でも実施。
②印加極性…「＋」と「−」の二種類を実施。
③印加回数…一部の除き、各１回づつ。
（EUTのFGは基準グランドに接続した）

4）使用した二種類のCDN
以下に示すCDN（回路案1）、およびCDN（回路案

2）を使用した（詳細はCIAJホームページ（*）の通

信装置におけるイミュニティガイドラインのページを
参照）。 構成回路はIEC 61000-4-5Ed.3のFig.11に記さ
れたものと同等の中点タップ付きトランスによるサー
ジ印加を行う形式とした。更にPoE給電初期化シー
ケンスに影響を与える1（2）対と3（6）対に等価的
に入る容量成分を低減させる為、回路案2においては、
CD（Coupling Device）として低容量のサージ防護素
子（TSS（Thyrister Surge Suppressor））を使用した。
他方、回路案1においては、各C1としてPoE給電初
期化シーケンスに影響を与えない容量値を選択した。

参考のために、CDN（回路案1）の外観を以下に示す。

5）PoE電圧の観測治具
EUT内部に手を入れずに測定する為の簡易的な方

法として今回の実験では、右に示す抵抗器を使ったコ
図2.3　CDN（回路案1）

（*） https://www.ciaj.or.jp/standards_publications.html

図2.4　CDN（回路案2） 
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モン電位生成治具を作製。具体
的には、RJ-45コネクタの1-2pin
間の中点をx端子、3-6pin間の
中点をy端子とし、x点とy点の
電位の差分を「PoE電圧」とし
て観測した。

6）多数のプローブ
同時観測各芯線に加わる波形を同時測定するため

に、高圧プローブ（4p）、PoE電圧測定冶具と高圧
差動プローブ、電流プローブ（4p）を、給電ライン

（1,2,3,6pin）に接続した。

接続詳細については図2.7と図2.8示す通り。

３．実験結果

1）CDNの単体特性の調査
a.解放電圧と短絡電流の測定（較正）

表3.1 CDN（回路案1）とCDN（回路案2）の波形　

61000-4-5 Ed.3.0 Table 10

サ−ジ発
生器
出カ電圧

CONの
EUT側
出力電圧
±10%

電圧front 
time
f=1.67*Tr
±30%

電圧
duration
Td=Tw
±30%

CDNの
EUT側
出力電流
±20%

電流front 
time
Tf=1.25*
Tr±30%

電流
duration 
Td=
1.18*Tw

2kV 2kV 1.2μs 45μs 48A 1.5μs 45μs

回路案１

推
測

サ−ジ発
生器
出カ電圧

CONの
EUT側
出力電圧
±10%

電圧front 
time
f=1.67*Tr
±30%

電圧
duration
Td=Tw
±30%

CDNの
EUT側
出力電流
±20%

電流front 
time
Tf=1.25*
Tr±30%

電流
duration 
Td=
1.18*Tw

0.58kV 446V 1.5μs 54.55μs 10.2A 1.73μs 39.49μs

2.32KV 1.78kV 1.5μs 54.55μs 40.8A 1.73μs 39.49μs

回路案２

推
測

サ−ジ発
生器
出カ電圧

CONの
EUT側
出力電圧
±10%

電圧front 
time
f=1.67*Tr
±30%

電圧
duration
Td=Tw
±30%

CDNの
EUT側
出力電流
±20%

電流front 
time
Tf=1.25*
Tr±30%

電流
duration 
Td=
1.18*Tw

1.15kV 984V 1.65μs 55.4μs 24.5A 1.85μs 53.11μs

2.30KV 1.97kV 1.65μs 55.4μs 49.0A 1.85μs 53.11μs

・ CDN（回路案1）：電圧振幅が小さい。耐圧懸念が
あり、試験は+500Vで実施した。

・ CDN（回路案2）：Tf（Tr）値が大きい。その他の
項目は規格に適合した。試験は+1000Vで実施した。

b.伝送損失特性（注1）

・CDN（回路案1）について

（注.1）  　“L1-L2”や”L3-L6”は 対 向 す る1,2pin間 ま た
は3,6pin間の損失特性。“L1L2-L3L6”は1pinと
2pinを短絡、及び3pinと6pinを短絡した状態
で対向する1pinと3pin間の損失特性。

図2.6 PoE電圧冶具

図2.7　対地電圧測定 

図2.8　電流測定
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・CDN（回路案2）について

2）CDN（回路案1）を使ったサージ試験
表3.2 CDN（回路案1）によるサージ試験結果

a.観測波形①--瞬断の例、+1000V印加

b.観測波形②--瞬断の例、－1000V印加

c.観測波形③--給電断、および自動復旧の例

3）CDN（回路案2）を使ったサージ試験
表3.3　CDN（回路案2）によるサージ試験結果　

4） CDN（回路案1）とCDN（回路案2）の結果比較
表3.4 EUT-1のサージ試験結果　

図3.1   PoE電圧の瞬断、+1000v印加
上段：サージ電圧（黄）、流入電流（緑）
下段：PoE電圧（時間軸は50uS/div）

図3.2   PoE電圧の瞬断、－1000v印加
上段：サージ電圧（黄）、流入電流（緑）
下段：PoE電圧（時間軸は50uS/div）

図3.3   PoE電圧の断と復旧、－500v印加
上段：サージ電圧（黄）、流入電流（緑）

下段：PoE電圧（時間軸は1S/div）
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表3.5 EUT-2のサージ試験結果　

以上のとおり、PoE電圧が断となる時間に差は有る
がその振る舞いは同様である事を確認できた。

5）AE側に流入するサージ電流測定
AE側に流入したサージ電流の状況を調べる為

EUT-1およびEUT-2とIP電話機の対向セットにて、
CDN（回路案2）を使った試験を実施した。ここでは、
AE側 のLANポ ー ト の1（2）、3（6）、4（5）、7（8）
の各信号線”対”に電流プローブを装着し、各”対”に
流れるサージ電流を観測した。ここで、「1（2）」とは
LANケーブル芯線1と2の対を示している。測定の系
統図を以下に記す。

a.EUT-1、AEはIP電話機、CDN（回路案2）の組合せ

−1kVサージ印加時の対地電圧とAE側に流れ込む
電流の測定結果を以下に示す。流れ込む電流を+（ブ
ラス）にて記述。グラフの横軸は0 ～ 500μsを示す。

6） CDN（回路案2）のCD（TSS）応答
以下に−1kV印加時の電圧と電流の波形の例を示

す、4つの素子間の応答に顕著な差は無かった。

４．結果のまとめ

以上の結果について、要点を取り纏めると以下のこ
とが言える。
・ CDN（回路案1）とCDN（回路案2）はIEC 61000- 

4-5 Ed.3 波形規格にほぼ適合した。伝送損失特性も
良好であった。

図3.4 AEに流入するサージ電流の測定系

1,2,3,6pin対地電圧（+100v ～ -500v, 50v/div）

（1,3対の電流、縦軸2A/div）

（4対の電流, +12 ～ -6A、縦軸2A/div）

（7対の電流,+12～ -6A（縦軸2A/div）

図3.5　-1kV印加時に各対に流入する電流、EUT-1とCDN
（回路案2）

図3.6 TSSの応答
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・ WEBカメラ・無線APとともにCDN（回路案1）と
CDN（回路案2）を使ったサージ試験において、

「EUTリブート⇒PoE電圧断⇒AE自動復旧」の状
態遷移が確認できた。その結果、判定基準Bを満た
すことを確認。なお、後述するように、試験中に
AEとして採用したWEBカメラのPoE受電部が破
損する現象に遭遇したが、これはAE自身のサージ
耐性が低いということであり、CDN回路に起因す
るものではない。

・ IP電話機についても、機器それ自身は自動復旧す
る事を確認した。ただし、呼は切れた。今後、呼を
再接続するACTIONを「Operatorの介在」と解釈
するか否かの整理/判断についての更なる協議/整
理が必要。

・ −1kVサージ印加試験にて、WEBカメラのPoE受
電部が故障した。調査の結果、AE側に大きなノー
マル・モードのサージ電流が流れていることが判っ
た。（→5.考察を参照）

・ CDN（回路案１）使用中に、サージ印加後にPoE
電圧断が発生するタイミングが、通常よりも400μs
ほど遅れる現象が観測された。（→5.考察を参照）

・ EUT-1とCDN（回路案１）の組み合わせ試験、た
だしAEはIP電話機を使用した際、「EUTリブート
⇒PoE断⇒AE動作停止」となった後にPoE給電が
自動復旧しないことを確認した。また、復旧させる
為に、EUT-1のFGを試験系のFGから浮かせる必
要があることが判明した。

５．考察

幾つかの測定結果に対して、以下の通り考察を行う。

1） 各EUTからAEへ流入するサージ電流に関する
考察

1（2）,3（6）,4（5）,7（8）対へ流入する（または
流出する）電流について以下の通り検討を行う
① EUT-1、AEはIP電話機、CDN（回路案２）の組合せ  

 －1kVサージ印加時

系列9,10,11,12は、それぞれ1（2）,3（6）,4（5）,7（8）
対の電流。系列13は各電流値の総和であり、本来は
ゼロ（0）となるべきもの。

⇒ 前半は10A（peak）の値、後半は3 ～ 4Aの電流
がPoE受電回路に流入していたことがわかる。

② EUT-2、AEはIP電話機、CDN（回路案２）の組合せ

　－1kVサージ印加時

⇒ 全体を通して8 ～ 10Aの電流がPoE受電回路に
流入していた。

以上のことから、サージ波形印加後に1（2）,3（6）,4
（5）,7（8）の各対を経由して流入する（または流出
する）電流値とその時間タイミングが確認できた。そ
の結果、サージ印加以降にアンペア単位の電流がPoE
受電部に流れ込んだことが分かった。

通常、サージ試験時には、EUTに印加されるコモ
ンモードのサージ電圧のみが注目されるが、同試験に
用いられるAE側にノーマル・モードのサージ電流が
流れる現象に対しても注意を払うべきことが、新たに
分かった。

2） 「CDN（回路案１）＋EUT-1」のサージ試験時
にPoE電圧断の遅れが生じる件に対する考察
サージ印加の際にPoE電圧が断にならない理由、お

図5.1　CDN（回路案1）とEUT-1の印加サージ波形　
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よびPoE断が遅れて発生する状況について検討する。
図5.1のとおり、サージ発生器側に付けた電流プロー
ブに対して、見掛け上サージ印加後の400μs経過後
にサージ発生器からCDNへ2A程度の電流（下図の緑
線）が注入されていた。

一方、EUT-2を使った同じ構成の試験では、この
現象は起きていない（図5.2を参照）。さらに、CDN

（回路案２）とEUT-1またはEUT-2との組み合わせ時
の−1kVサージ試験においても、同様な現象は見ら
れない。

以上のことから、この異常電流によってPoE給電
系（PSE chipまたはPD chip）のshut-down回路が働
き、約400μs遅れてPoE電圧断に至ったものと考え
られる。

６．課題

・ EUT内のサージ保護回路が、AE側へ流入するサー
ジ電流の経路を複雑化しており、想定外のノーマル・
モードのサージ電流が生成されている事を確認した。
この現象は、今後、さらにそのメカニズムを解明す
る必要があるため今後の課題としたい。

・ EUT-1とCDN（回路案1）の対向（この時のAEは
IP電話機）にて、PoE給電を行うために、EUT-1の
FG端子を実験系のFGから浮かせる必要がある現象
が判明した。原因究明のためには、EUT-1機器の内
部回路の調査が必要である。

・CDN（回路案１）の耐高電圧化。
恒久的な高圧サージ試験のために、CDN（回路案１）

の構成部品の耐圧アップが必要である。

７．CISPRへの対応

・ IEC 61000-4-5 Ed 3.1（12/22現在の最新版）のFig.11 
に関し、PoE仕様をサポートするEthernet通信ポー
トを試験する際に使うCDNに対しては、PoE仕様

（IEEE 802.3af規格）に則り重信回線経路つまり1
（2）pin-3（6）pinの対向経路に等価的に存在するキャ
パシタンス値（下図の赤字のCを参照）を、規定
値（150nF）以下に管理すべきである事をCISPR/I 
MT8ミラノ会議（2018年2月）の席で報告した。そ
の結果、本件はTC77/ SC77BのMT12及びACEC
へ申し送る事が決まった。

（上図はIEEE 802.3af規格より引用したものに赤字
にて追記）

・ 市販製品のCDNによっては、機器が自動復旧した
としてもPoE給電のためのイニシャライズ信号を
伝送することができず（伝送するためのスイッチ操
作などが必要）、Operatorの介在なしに性能判定が
実施できないという課題があった。本報告の二種類
のCDNを使うことにより、サージ印加後、機器が
自動復旧することを確認できたため、前記の課題を
解決することが可能である。本件についても前記
CISPR/I MT8へ報告した。

図5.2　CDN（回路案1）とEUT-2の印加サージ波形　
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（株）東芝 庄木様より「WPT技術の今後の展開と制度化・標準化の最新動向（電磁界結合近傍型WPTから空

間伝送型WPTへ）」をご紹介いただきました。

専門委員会からは、本年度委員会となった医療機関における電波利用推進委員会の副委員長　佐賀大学　花田

様から、2017年度の「医療機関における電波利用推進部会」の活動内容について寄稿いただきました。妨害波委

員会からは平成29年度活動報告として、一般社団法人 電子情報技術産業協会　千代島様から「続CISPR 32にお

ける放電ノイズ等のAPD測定に関する調査研究報告」を、イミュニティ委員会からは平成29年度活動報告とし

て、一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会の齊藤様から「PoE給電機能を持った通信ポートにおけるサー

ジイミュニティ試験用CDNの調査研究報告」を寄稿いただきました。

編集にあたり、執筆者の皆様をはじめ、ご協力をいただきました方々に感謝申し上げます。
（事務局）

2016年にEMCCが策定・公表した「医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引き」の普及のた

めに、2019年2月28日（木）に「医療機関における安心・安全な電波利活用促進シンポジウム」を、ＪＰタワーホ

ール＆カンファレンスホールにおいて開催し約300名の方に来場いただきました。なお、このシンポジウムには、

一般社団法人電波産業会の他、厚生労働省、文部科学省、公益社団法人 日本医師会、四病院団体協議会、公益社

団法人 全国自治体病院協議会、公益社団法人 日本臨床工学技士会、一般社団法人 電子情報技術産業協会からの

ご後援をいただいています。

シンポジウムでは、総務省総合通信基盤局電波部長 田原 康生様より、開会のご挨拶をいただきました。その

後、EMCC会長 福地 一様より、EMCCの紹介がありました。講演としては、「医療機関における電波利用のグッ

ドプラクティス」の事例を、信州大学助教 古畑 貞彦様と佐賀大学教授 花田 英輔様にご紹介いただきました。滋

慶医療科学大学院大学教授 加納 隆様からは、「電波の安全性確保と有効利用に向けた新技術」についてご講演を

いただきました。更に、パネル・ディスカッションで

は、「医療機関における電波の安全使用のためのICT活

用及び人材育成について」と題し、加納様にコーディ

ネータを務めていただき、 公益社団法人日本医師会常

任理事 石川 広己様、一般社団法人日本病院会 副会長

大道 道大様、公益社団法人日本臨床工学技士会常任理

事 高道 昭一様、神戸市立西神戸医療センター主査 藤

井 清孝様に加え、当日講演いただいた古畑様、花田様

にパネリストとして参加いただきました。

総務省/電波環境協議会主催　電波環境協議会シンポジウム
〜 医療機関における安心・安全な

電波利活用促進シンポジウム〜

編 集 後 記
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